



































































































































































































































 日本道路公団（以下、「JH」）が管理する高速道路の延長は、表 1-1 に示すように 2000 年





い、トンネル、橋梁等の構造物の占める割合が、毎年若干ずつ増加している。2000 年 3 月
末現在、表 1-2 に示すように橋梁延長は、935km となり、その道路全体に占める構成比率は、
 
表 1-1 高速道路の現況 ※2000 年 3 月末現在 2) 
 延 長  
法定予定路線 11 520 Km（構成比率） 
 基本計画延長 10 607 km  (92.0%) 
   整備計画延長 9 342 km  (81.1%) 
    （1）施工命令延長 9 064 km  (78.7%) 
      ① 開通延長 6 615 km  (57.4%) 
      ② 工事中延長 2 449 km 





高速道路の経年は、1963 年供用の名神高速道路が供用後 37 年をむかえるのを筆頭として、
全体の平均経過年数は、表 1-3 に示すように 1999 年 11 月末時点で 16.8 年となっている。















加していくと考える。維持改良費の内訳を図 1-1 に示す。 
 
表 1-2 高速道路の供用延長･構造物比率 2) 
高 速 道 路 延 長  





















表 1-3 高速道路の現況  1999 年 11 月末現在 2) 
高 速 平成 10 年度 平成 11 年度 
経年 2 年以上 6 394.9 km 6 452.3 km 
経年 5 年以上 5 677.1 km 5 929.6 km 
経年 10 年以上 4 660.5 km 4 869.4 km 
経年 15 年以上 3 554.8 km 3 720.9 km 
経年 20 年以上 2 579.1 km 2 859.2 km 
経年 25 年以上 1 518.8 km 1 888.3 km 
経年 30 年以上 649.3 km 709.6 km 





















             表 1-4 支出予算額 2)      （単位：億円） 
高速道路 
科 目 
平成 11 年度当初 平成 12 年度 
改 良 費 1 616  1 542  
防災対策費 290  290  
維持管理費 1 346  1 365  
計 3 252  3 197  
表 1-5 維持改良費における橋梁関係費用の推移 JH 資料    (単位：百万円) 









































小 計 5 065 5 155 6 063 6 787 7 784  







        道路法      30 条 第 1、2 項   道路構造令 
具体的には、           47 条 第 2 項     車輌制限令（表 1-6 に示す） 
        道路運送車両法              保安基準 
等であり、この中で橋梁の設計荷重が定められている。 
 
表 1-6 車両制限令による一般的制限値（高速道路を含むすべての道路に適用） 
一般的制限値 一般的制限値の例外 
（ア）幅   2.5ｍ 
（イ）高さ  3.8ｍ 
（ウ）長さ  １２ｍ 
（エ）重量（車両＋積み荷）
   ◎総重量 20ｔ 
   ◎軸重  10ｔ 
   ◎輪荷重 5ｔ 
（オ）最小回転半径 12ｍ 
（ア）総重量 











 JH における橋梁の設計荷重に関する経緯を、表 1-7 に示す。 
表 1-7 設計荷重の経緯 
 年度 設計荷重 車両編成 
① S.31～ TL－20 15ｔ+ 20ｔ+ 15ｔ 
② S.48～ TT－43 15ｔ+ 43ｔ+ 15ｔ 
③ H. 5～ TL－25 LB：15ｔ+ 15ｔ+ 25ｔ+ 15ｔ+ 15ｔ 
 
この変遷に伴い過去に下記に示す量の橋梁が設計されている。 
① TL-20 で設計された橋梁は、2200 橋（240km） 








 名神・東名高速道路の建設時の計画交通量は、1 日あたり 3～4 万台／日程度であり、現在
の実交通量 10～15 万台／日は、当時では到底考えもしない状況であった。 


















ると 8 トン以上のシェアは、1965 年に 10.7％であったものが、1991 年には 91.6％に達して
いる。現時点におけるトラック保有台数の経時変化を図 1-3 に示す。これによれば 1993 年
から大型車は 250 万台を超えている状況にある。さらに、車両制限令違反の過積載車両のこ
こ 15 年間の動向を見ると過積載車(軸重違反)として検挙された車数は、1982 年に 7.1 万台















図 1-2 高速道路における大型車通行台数の増加 JH 資料 

























比の 3～4 乗 3)、コンクリート床版の疲労破壊は、11～12 乗 4)で効くといわれている。した
がって、仮に車両の重量が 25％増えると橋梁本体の寿命は約半分に、50％増えると 30％に
低下するといえる（表 1-8）。 
 H5 年における東名高速道路日本平の本線軸重計によれば 
断面交通量  2695 万台／年    （7.4 万台／日） 
大型車交通量 1039 万台／年    （2.8 万台／日） 
であり、大型車混入率は 38.6％となっている。また、20t 以上の大型車は、6000 台／日と大
型車両中の 20％にものぼっている。注目すべきは、そのうち、20～25t が 15.6％ 4300 台、






表 1-8 桁および床版の疲労耐久性換算 
載荷荷重 3 乗 4 乗 載荷荷重 12 乗 
10t 1 倍 100％ 1 倍 100％ 10t 1 倍 100％
12 1.7 59％ 2.1 48％ 12 9 11％ 
12.5 1.95 51％ 2.44 41％ 12.5 14.6 7％ 
15 3.375 29.60％ 5.06 19.80％ 15 129 2％ 
桁 
20 8 12.50％ 16 6.30％ 
床版 
20 4096 0％ 







































表 1-9 コンクリートの劣化と対策 
劣化の種類 分類 原因 対策 
磨耗 環境 砂・石等によるすりへり 高強度骨材選定、配合選定 
疲労 外力 反復荷重の作用 疲労限界以下の応力で設計 
凍結融解 環境 内部水の凍結融解繰り返し AE 剤による空気泡の連行 
















微生物、酸等 環境 水和物と酸等の化学反応 かぶりの増大、低 W/C、コー
ティング等 
硫酸塩等 環境 海水等からの塩による膨張等 耐硫酸セメントの使用 
高温・火災 環境 水和物組織の破壊、水分の蒸
発 表層コンクリートの防護等 
外力 荷重等による応力 配筋、安全係数、配合 
ひび割れ（外力等）



























































































表 1-10 コンクリート問題をめぐる変遷 



































































・JIS ｺﾝｸﾘｰﾄ中の塩化物量 300g/m3以下 
 海砂の塩分含有量 0.04％以下      
（NaCl 換算） 
 ｱﾙｶﾘ骨材反応抑制対策の記載 










































































































ⅰ）床 版             ⅲ）下部構造部材 
・部分打替工法           ・RC 巻立て 
・上面増厚工法           ・鋼板巻立て 
   ・下面増厚工法           ・連続繊維シート巻立て 
・鋼板接着工法         ⅳ）その他 
 ⅱ）上部構造部材            ・防水処理 
・鉄筋補強上面増厚工法       ・断面修復工法 
・鋼板接着工法           ・全面打換 










表 1-11 各種の補強方法 
はり 柱 スラブ 壁 耐荷力 じん性
鋼板接着 ○ ○ ○ ○ ○
連続繊維シ トー接着 ○ ○ ○ ○ ○
外ケーブル工法 ○ ○ ○ ○
内ケーブル工法 ○ ○ ○ ○ ○
上面増厚 ○ ○ ○
下面増厚 ○ ○ ○
打替え工法 部材の交換 ○ ○ ○ ○ ○ ○
鋼板巻立て ○ ○ ○ ○
連続繊維シ トー巻立て ○ ○ ○ ○
ＲＣ巻立て ○ ○ ○ ○
モルタル巻立て ○ ○ ○ ○
プレキャストパネル巻立て ○ ○ ○
はり増設工法 はりの増設 ○ ○ ○



















① 土木のコンクリート構造物は、50 年経過に伴い、40%の補修率、60 年経過では 60%
近くの補修率を示す。 
































































































































































一連の研究成果をまとめたものであり、緒論を含めて全 10 章の構成となっている。 
 以下に各章の概要を記す。 
 





 「第 2 章 変状実態を踏まえた橋梁マネジメントシステムの提案」では、コンクリート構
造物の変状実態と対策事例について新設構造物と既設構造物に分けてまとめた。 
 そして、これらの事例を経時的に追跡･記録･管理･解析することによる橋梁マネジメントシ
ステムの構築さらにそれを踏まえた LCC の最適化を提言した。 
 









































 さらに、施工性を考え、高さ 10m の一括施工の可能性、支保工に与えるコンクリート圧
について評価を加えた。 
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橋梁上部構造では、最小セメント量を 350kg/m3とし、W/C を 55％以下のコンクリートと






２) 北陸道親不知高架橋（1988 年開通）は、海岸に建設計画されたため、Fick の拡散方程
式に基づき塩化物イオンの拡散係数を 2.7×10－8cm2/s、発錆限界を塩化物イオン量で
3.4kg/m3と仮定して、飛来塩分量から鉄筋腐食開始までの期間が 50 年間となるよう最小か
表 2-1 新設時における防食工法の例 




















ｴﾎﾟｷｼ樹脂系 ポリエステル樹脂系 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ  
ﾎﾟﾘﾏｰセメント系 ビニルエステル樹脂系  （表２-２参照） 
材料 

























損傷したため、平成３年に 100 Ｎ/mm 2 の高強度コンクリートによる増厚を実施した 7)。 
また平成 10 年度には、既設の耐磨耗層の周りを繊維補強した厚さ 5cm の高強度プレキャス
トコンクリートパネル（130Ｎ/ｍｍ２）で覆い、それを型枠替りにコンクリートを充填した。 
３) 北陸道小松地区の大川橋も塩害による損傷が著しく、平成 9 年に架け替えを行った。こ












表 2-2 電気防食工法（北陸道大慶寺川橋および大川橋の施工例） 
部分電極方式 導電性塗料方式 チタンメッシュ方式 内部挿入型陽極方式 チタン溶射方式
コンクリート表面に一定の間隔 コンクリート表面に間隔を置い コンクリート表面にチタンメッシ コンクリートにφ12mmの孔をあ コンクリート表面に高純度のチ
の細い溝を切り，その溝に白金 た細い溝を切り，１次電極とし ュを固定し，その上を被覆モル け，チタン陽極棒を専門バック タンをアーク溶射により吹付け,
メッキチタン線を導電性樹脂 てその溝に白金メッキチタン タルで覆い，一定の間隔の細 フィルとともに挿入後，外部電 形成した溶射被膜上に触媒液
（パテ）で埋め込み設置し，この 線を導電性樹脂（パテ）で埋め い溝を切り，その溝に白金メッ 源装置の(+)側に各陽極を結束 を塗布することにより，電極体を
線だけでコンクリート中の鋼材 込み，２次電極としてコンクリー キチタン線を導電性樹脂(パテ) したチタンワイヤ，(-)側に鉄筋 形成する｡このチタン溶射被膜
に外部電源を利用して，強制的 ト全面に導電性塗料を塗布し で埋め込み設置し，外部電源 　を繋ぎ，所定の電流を流す。 電極から直流電源装置を用い
に電流を流し込む。 ，外部電源から２次電極を経由 を使用して，チタンメッシュから て，鉄筋に防食電流を供給す
してコンクリート中の鋼材へ強 コンクリート中の鋼材に電流を 　る｡
　制的に電流を流し込む｡ 　流し込む｡
平成元年（18m2） 平成元年（9m2） 平成元年（9m2） 平成 8年（9m2） 平成10年（42m2）
導電性パテとコンクリート境界 上塗り塗料の劣化が経過年数 被覆モルタルの浮きが経時的
面が黒く変色し，また通電する に伴って進行している｡しかし， に進行し，はく離する恐れがあ
ことによって白濁色の物質が発 導電性塗料を保護する機能は  る｡
 生し，美観を損ねている｡ 満足されており，今後10年間は
 使用可能と推察される｡
100 ｍV以上 100 ｍV以上 100 ｍV以上 100 ｍV以上 100 ｍV以上
(通電量が多く必要とされ，復 （復極量のばらつきが小さい） （時間の経過とともに復極量の




























































































































































































図 2-3 一般的な維持管理の手順 14) 
30
構造に取り付ける検査路の代わりにレールまたはワイヤを張り渡して、点検ロボットに搭載
























表 2-4 補修工法 
















































１) 北陸道大慶寺川橋は、河口から 80ｍの位置にある単純ポストテンション工法 T 桁橋で
ある。 
昭和 47 年に上部工工事が竣工したが、10 年後の昭和 56 年ごろから塩害が顕在化し、昭












部の桁では PC 外ケーブルによる補強も行い、さらに、1 本の桁で電気防食の試験施工 22)を





















２) 堂尻川橋は海岸から 120ｍに位置する RC3 径間連続中空床版橋であり、大慶寺川橋と
同様に損傷と補修を繰り返していたものである。亜硝酸イオンと塩素イオンのモル比が 0.6
倍以上であれば、鉄筋の不動態被膜が安定すると考えられることから、表面から 7cm までの































































図 2-6 BMS の構想図 
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て加速度計によりコンクリート厚さ等を測定する CTM 法 (Concrete Thickness 





表 3-1 検討に用いた非破壊試験法 









(チタン酸ジルコン酸塩) 150kHz 衝撃弾性波法(B) 
 
超音波パルス波 超音波振動子 






























































































































     測点配置：13 ＠ 50 = 650
加速度センサー
センサー近傍打撃 順次測点移動：②～⑭　       　
(b) 超音波反射法：２探触子法
　   測点配置：13 ＠ 50 = 650
 発振子：測点①(固定)
受振子：②～⑭(移動)     















              E ( 1－ν) 
  ｃ =                                     式(3.2)  


































(a)　 健　全　部      (b)  １ 層 空 隙 部





























































































































○　　   健　全 　y=0.185x+0.0002 ｒ=0.905
●　　  １層空隙　y=0.451x-0.0003 ｒ=0.900
































































































































































































































































舗装部の波動伝播速度は 2000m/s と評価した。 
一方、踏掛版における衝撃弾性波法(A)による版厚調         
査結果の頻度分布を、図3-12に示す。ここでは舗装部と  図3-10 トンネル覆工背面 



















































































































































































































図 3-11 アスファルト舗装部 
















図 3-12 衝撃弾性波法(A)による 














































































　①衝撃弾性波法(Ａ)調査結果において、踏掛版        ②衝撃弾性波法(Ａ)調査結果において、踏掛版下で





















































































































































































































































図 3-17 空隙の有無による衝撃 
























   図3-18 打撃固有スペクトルと覆工厚       図3-19  空隙の有無と 




















































































に対して 475mm、空隙がある場合で覆工厚 365mm に対して 380mm とほぼ一致した結果


















































































































































































橋   長  ４１６.３ｍ
構 造 形 式  ＰＣ７径間連続ラーメン箱桁橋
支   間  48.0+66.0+72.0+78.5+67.5+48.0+34.7ｍ
有 効 幅 員  9.0ｍ
斜   角  90°
Ｐ Ｃ 鋼 材  ＰＣ鋼棒 SBPR930/1180 φ32㎜
 カップラシース L=250 ㎜ or350 ㎜
桁コンクリート  圧縮強度 σｃｋ=40Ｎ/㎜２
車 線 構 成  暫定対向１車線 (上下線一体構造)










































































































































   ひび割れ発生の概要 
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の 発 生 範 囲 な ら び に 内 部 状 況 を 把 握 す る た め に 、 CTM(Concrete Thickness 












損傷範囲の把握 衝 撃 弾 性 波 法  衝撃弾性波の周波数特性から，空隙の検知が可能となる．また，測定器が
比較的小型軽量で携帯性や移動性に優れる．
レ ー ダ 探 査 法  表面鉄筋でレーダ反射が起こり，それ以深の深度方向の精度に影響する． △
超 音 波 法  箱桁内外部からの透過法は困難であり，表面波法では深度に対する精度が
(表面波法・透過法) 劣る．また，装置が若干大掛かりとなり，作業性に劣る． 
ＰＣ鋼棒の健全性評価 衝 撃 弾 性 波 法  弾性反射波を速度波形として捉え，その波形の変化から，鋼棒の長さやグ
ラウト充填状況の確認が可能となる．また，測定器が比較的小型軽量で携帯
性・移動性に優れる．
超 音 波 法  入力信号が電気信号であり，一定のエネルギーかつ高周波数で発生させる
(表面波法・透過法) ことから，減衰が速く，適用が困難である．
Ｘ 線 透 過 法  内部状況が直接目視観察できるという利点はあるが，資機材が大掛かりと ×
なる．また，断面隅角部の変断面には適用が困難となる． 





























































































損傷発生部近傍 ▼ ： 損傷発生部近傍におけるスペクトル密度の卓越箇所











































































図 4-5 衝撃弾性波法による桁コンクリート内部の浮き範囲の確認 
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4.3.4 PC 鋼棒の健全性評価 










































































図 4-10 動的載荷試験の測点配置図 
図 4-8 損傷発生断面図の破断確認
























































































































健 全 径 間 損傷発生径間振動性状（卓越周波数 ）
465.8kＮ載荷時 2.0 ㎜ 2.3 ㎜





固有値解析結果(曲げ一次振動) 2.93 Hz 2.93 Hz
2.9 Hz2.9 Hz
2.9 Hz 2.9 Hz
上り線走行
表 4-5 動的載荷試験の結果 
前軸重量 後軸重量 総 重 量
１号車 57.8 kＮ 168.6 kＮ 226.5 kＮ
２号車 59.8 kＮ 179.4 kＮ 239.2 kＮ
計 465.8 kＮ





































































































































































































上縁 下縁 上縁 下縁 上縁 下縁
断 面 係 数 桁上縁
(ｍ３) 桁下縁
1.42 1.90 1.43 1.77 1.45 1.49
設計荷重時応力度  (max) 2.74 -0.49 2.75 -0.78 2.78 -1.05
(Ｎ/㎜２)  (min) 0.77 3.07 0.78 3.00 0.80 2.74
温度荷重時応力度  (max) 3.72 -1.64 3.72 -1.96 3.75 -2.24
(Ｎ/㎜２)  (min) 1.77 1.93 1.76 1.82 1.78 1.55
　※１．温度荷重時の組合せ：設計荷重＋温度差＋温度変化(+10℃)
　※２．許容値 　全死荷重時： 0.00 ≦σc≦ 13.73 Ｎ/㎜２
　　　(許容範囲) 　設計荷重時： -1.47 ≦σc≦ 13.73 Ｎ/㎜２
　温度荷重時： -1.96 ≦σc≦ 15.79 Ｎ/㎜２











図 心 位 置　(ｍ)




















































表 4-7 変位量理論計算値との比較 
 健 全 径 間 損傷発生径間










































































































































































































する検討を実施した 1) 2)。             図 5-3 ＷＪ工法概念図 
 試験の流れを図 5-2 に、WJ 工法の概念図を図 5-3 に示す｡ 





























D1 50 kg/m2 






E1 10 kg/m2 








F ドライブラスト（ドライアイス） 投射密度 4 kg/m2 
G1 50 3.0 3 3.13
G2 100 4.2 2 3.07
G3 
円形揺動ノズル 
150 5.2 1 3.01
H1 100 6.7 1 2.66
H2 扇形ノズル 150 8.3 1 2.68
I1 50 6.8 6 1.53
I2 100 9.6 1 0.76
I3 100 9.6 2 1.52
I4 100 9.6 4 3.05
I5 150 11.8 1 1.49
I6 
1 本ノズル 
200 13.6 1 1.51













































無処理 K 表面はつり処理を行なわずに新コンクリートを打設 






























コンクリー ト版 20 12 4.0 44.0 40.7 162 369（早強） 706 1 084 0.738 44.6(材齢197日)
新コンクリー ト 25 12 4.5 35.0 41.0 169 483（早強） 684 993 1.932 39.5(材齢35日) 

























22~           式(5.1) 





22~           式(5.2) 
ただし、 yi ：測定間隔， zi ：高さの差（測線は y方向） 
~ ~ ~A L Lx y               式(5.3) 
~Lx ： x方向の表面処理後の累計距離平均値 
~Ly： y方向の表面処理後の累計距離平均値 
同様に処理前の表面積 a~ を仮定する。 
~ ~ ~a l lx y                式(5.4) 
~lx： x方向の表面処理前の累計距離平均値 
~ly ： y方向の表面処理前の累計距離平均値 
表面処理後における面積の変化を面積増加率 S として次式で表す。 
S A a~ ~                式(5.5) 
 
ⅱ）処理深さ： H （処理面の平均深さ） 
処理深さは、非処理面を基準として処理後の平均深さ h2 から、処理前の平均深さ h1 を
差し引いた値と定義する。 
H h h2 1                式(5.6) 
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 処理後の写真と計測データを、図 5-5(a)～(h)に示す｡ 
(a) A  人力施工 : ディスクサンダ 
 
(b)  C  人力施工 : ハンドブレーカ 
 
















































施工後  施工前 
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(d) G3  ＷＪ工法 : 円形揺動ノズル 
水圧: 150 MPa; 流量: 5.21/min.; エネルギー密度: 3.01 kWh/m2 
 
(e)  H1  ＷＪ工法 : 扇形ノズル 
水圧: 100 MPa; 流量: 6.71/min.; エネルギー密度: 2.66 kWh/m2 
 
(f)  I2  ＷＪ工法: 旋回ノズル 
水圧: 100 MPa; 流量: 9.61/min.; エネルギー密度: 0.76 kWh/m2 
 
(g)  I6  ＷＪ工法: 旋回ノズル 

































































 施工後  施工前 
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(h)  J2  ＷＪ工法: 旋回ノズル 
水圧: 66 MPa; 流量: 22.01/min.; エネルギー密度: 2.20 kWh/m2 
 


























度と表面形状の関係を図 5-8 示す。 
















 施工後 施工前 
 







































投射密度の関係を図 5-9 に示す。 
VW
WW sd           式(5.7) 
サンドブラストとドライブラストは、作業員
がハンドガンを用いて噴射密度を変化させた。
噴射密度 wd は式(5.8)で示される。 
今回の試験では、ショット材の噴射量 ws、 
















処理能力（m2/h）＝（移動速度×はく離幅）／パス回数   式(5.9)  
ＷＪの場合、面積増加率は 1.11～1.67,処理深さは 0.31～6.05mm と広く分布し、ノズ
ルの形式、水圧、流量、ノズルの移動速度、パス回数の影響を受けている。 
図 5-7 各種表面はつり処理と処理深さ  図 5-8 ショット材の投射･噴射密度と 
     表面形状 
 図 5-9 施工速度と投射密度 
















































































































図 5-11 は、エネルギー密度が等しい条件について、図 5-12 は、パス回数が１回の条
件について水圧と表面形状の関係を示したものである。これらについても、水圧が大き
いほど水動力も増加することから、面積増加率、処理深さ共に大きくなっている。 
 表 5-4 は、同ノズル形式で水圧、流量共に等しい、つまり水動力が等しい条件につい
て、パス回数の影響をまとめたものである。これより、パス回数が増えると、面積増加
率、処理深さ共に大きくなっており、処理深さの方がより顕著に増加した。 
 図 5-10 ＷＪ工法のエネルギー密度と 






























図 5-11 ＷＪ工法の水圧と表面はつり処理 































































表 5-3  回転ノズル形式における面積増加率とはつり処理深さ 






















Ｉ１ 1.53 50 6.8 5.7 ６ 1.18 0.82 
Ｉ３ 1.52 100 9.6 16.0 ２ 1.32 2.24 
Ｉ５ 1.49 150 11.8 29.5 １ 1.44 4.27 
Ｉ６ 1.51 200 13.6 45.4 １ 1.64 6.05 
＊：パス回数が１回の時の値を基準とした割合を示す。 




















１ 0.76 1.24 0.94 


























② ブラスト工法と WJ 工法 
 スチールショットブラストの投射密度 50kg/m2(D1)、WJ 工法の扇形ノズルで水圧
100MPa(H1)のとき、他の条件に比べて付着強度の最小値が小さく、1.5N/mm2 を下回っ
た。この原因は、はつり処理深さが 0.5mm 以下と小さく、表面はつり処理が十分でなか
ったと考えられる。よって、図 5-13 に見られるように、面積増加率が 1.0 以上で付着強




































































































































































 一方、ＷＪ工法では、平均付着強度の分布が 1.64～2.74N/mm2 とブラストとほぼ同様





















(３) ブラスト工法とＷＪ工法は、はつり処理深さを 1mm 以上確保できた処理条件で、
付着強度 1.5N/mm2を確保できる｡ 
(４) 新旧コンクリートの一体化を図る際には、旧コンクリートの表面から数 mm の範
囲に存在するレイタンス、マイクロクラックを適切に除去することが重要である｡ 

































































  なうねを生じた例 















175 1755 @ 170 = 850






























































































































高強度部分 20 8 4.5 40.6 41.0 163 402（早強） 718 1 039 1.608 54.9(材齢 60 日)
低強度部分 20 8 4.5 65.8 48.2 155 236（早強） 921 996 0.944 30.1(材齢 63 日)
表 5-6 コンクリート配合表 








 性能評価試験に用いた試験体は、図 5-18 に示
すように、健全部と脆弱部を再現するため、
20N/mm2 以上の強度差を有する試験体とした。コンクリートの配合を表 5-6 に示す。こ













































































































図 5-19 はつり処理後の処理面の状態と形状計測結果 




























つれない → 適用不可 
 




















 付着強度試験の結果を、図 5-21 に示す。 


































































































性能評価試験時の WJ 工法の設定条件 
噴射圧力：100MPa 
ノズル径：3.1mm  
流量：181  /min 
アタック角：22 度 


































































性能評価試験時の WJ 工法の設定条件 
噴射圧力：175MPa 
ノズル径：1.0mm×2 本  









































性能評価試験時の WJ 工法の設定条件 
噴射圧力：172MPa 
ノズル径：1.0mm×2 本  
流量：50  /min 
衝突角：22 度（衝突点はずらしている） 
振り角：20 度 
図 5-25 性能評価試験：旋回（高圧タイプ） 
図 5-24 性能評価試験：旋回（衝突噴流） 















低強 度部の除 去率  (%)
図 5-26 北欧方式の適正度の 
  判定図 6) 
性能評価試験 北欧方式 6) 







（高圧） 基  準 
揺動 
（低圧） 
端 部 の は
つり残し 
150mm±25mm ○ ○ ○ 50～100mm × 
低強度 60%以上 58.1% 77.7% 89.6% 86.8%適正度 
























































ｾﾚｸﾃｨﾋﾞﾃｨ × ○ ○ ― ― 
平坦度 × ○ ○ ― ― 評 価 
判 定 領域Ⅳ 領域Ⅰ 領域Ⅰ 判 定 × 
※1：径 32mm以下，深さ 48mm以上の孔 
※2：高さ 35mm以上の不陸の総延長 
















































ることを考えている。最後に、現在 WJ 工法における問題点および課題を下記に示す。 
(１) 環境対策の改善（騒音、水処理対策などのシステム化） 
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 平成 6 年春、名神高速道路の橋梁で、
床版上面増厚工事が 2 件行われた。その
工事は、A 社が A タイプの超速硬セメン















上に５cm 増厚するときの必要付着力は 0.3N/mm2 程度と考えられる 2)が、当然ながら床
版の構造や打継ぎ目の位置等により必要とされる付着力は異なってくる。なお、日本道












表 6-1 平成 6 年度 付着強度試験結果
表 6-2 平成 7 年度 付着強度試験結果
セメント  Ａ社  Ｂ社  Ｃ社  * 
種 別  (t=5cm) (t=5cm) (t=10cm) 
Ａタイプ  －  1.73 1.58 
Ｂタイプ  ≧  1.75** －  －  


























る。ちなみに、設計基準強度 21N/mm2 のコンクリートでは、20N/mm2 の圧縮強度を得
るのに、少なくとも普通ポルトランドセメントでは 3 日以上、早強ポルトランドセメン
トでは 1.5 日以上、超早強ポルトランドセメントでは 12 時間以上を必要とするが、2～
3 時間で 20N/mm2 の圧縮強度を得るセメントとして超速硬セメントがある。現在我が
国で市販されている超速硬セメントは、超速硬性を付与させる成分としてカルシウムフ
ルオロアルミネート(C11A7･CaF2)あるいは非晶質カルシウムアルミネート(C12A7)を利
用している２種類のものがある 6) (以下、前者を｢A タイプ｣、後者を｢B タイプ｣) 。 























図 6-1 設計断面例 
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  11CaO･7Al2O3･CaF2+10Ca(OH)2+7CaSO4+74H2O 
      →7(3CaO･Al2O3･CaSO4･12H2O)+CaF2 
              〔モノサルフェート〕 
 3CaO･Al2O3･CaSO4･12H2O+2CaSO4+20H2O 
                       →3CaO・Al2O3・3CaSO4・32H2O 









       →5(3CaO･Al2O3･CaSO4･12H2O)+2Al(OH)3 
            〔モノサルフェート〕 
 3CaO･Al2O3･CaSO4･12H2O+2CaSO4+20H2O 
                       →3CaO･Al2O3･3CaSO4･32H2O 




 使用した超速硬セメントの A タイプと B タイプの化学成分を、表 6-3 に示す。骨材は、
細骨材、粗骨材とも新潟県姫川産のものを使用した。減水剤は、β－ナフタリンスルホ
ン酸系の高性能減水剤を用い、鋼繊維は、ストレート鋼繊維（φ0.6×30mm）とした。
使用材料の物性値を表 6-4 に示す。下地コンクリートの配合は、表 6-5 に示すとおりで




















  CAH10，C2AH8 
  C4AH19 













 付着強度試験の要因と水準を、表 6-7 に示す。 
 超速硬セメントは、A タイプ，B タイプの２
種類とし、下地コンクリートの強度レベルによ
る打継ぎコンクリートの付着強度への影響を確
認するため、下地コンクリートの目標強度を、25、35、45 および 100N/mm2 の 4 種類
とした。材齢 28 日経過した下地コンクリートに、超速硬ＳＦコンクリートを打ち継い
だ。なお、供試体の個数は 3 体とし、数値は平均値を示す。 
 超速硬セメントの混練後の水和反応による流動性の経時変化が、付着強度に与える影
響を確認するため、打継ぎコンクリートの練置き時間を、練上がり直後、30 分後、60
分後の 3 水準とした。 
表 6-3 超速硬セメントの化学成分(単位：％) 
種　別 igloss insol SiO2 Al2O 3 Fe2O 3 CaO MgO SO 3 Na 2Oeq
Ａタイプ 0.6 0.1 13.8 11.4 1.5 59.1 0.9 10.2 0.8
Ｂタイプ 2.0 0.2 15.7 9.7 2.0 58.2 0.8 9.7 0.7
表 6-4 使用材料 
記 号 名  称 比重 物   性   ほ   か 
Ｃ 超速硬Ａタイプ 3.04 
超速硬Ｂタイプ 3.04 
Ｓ 細骨材 2.62 
Ｇ 粗骨材 2.65 
HWRA1 高性能減水剤１ 1.21 
HWRA2 高性能減水剤２ 1.14 











目標強度 Ｇ max ｽﾗﾝﾌﾟ 空気量 Ｗ／Ｃ ｓ／ａ 単位重量  (kg/m 3 ) 
(N/mm 2 ) (mm) (cm) ( ％ ) ( ％ ) ( ％ ) Ｗ Ｃ Ｓ Ｇ AE 減水剤 
25   12 66.0 42 160 244 776 1086 0.976 
35 25 ± 4 ± 1 46.4 42 159 346 699 1083 1.384 
45 2.5 38.4 39 163 429 651 1052 1.716 
100 － － － 15.0 － 高強度プレミックスモルタル使用 
表 6-6 打継ぎ（超速硬）コンクリートの配合
配合名
ｾﾒﾝﾄの Ｇmax ｽﾗﾝﾌﾟ 空気量 Ｗ／Ｃ ｓ／ａ 単位重量　(kg/m3)
種類 (mm) (cm) (％) (％) (％) Ｗ Ｃ Ｓ Ｇ HRA
配合Ａ Ａﾀｲﾌﾟ
20 5±1.5 2±1
38 58 156 434 1008 739 8.68
配合Ｂ Ｂﾀｲﾌﾟ 37 55 158 450 944 781 9.00
表 6-7 要因と水準 
要  因 水準 
超速硬セメント 2 Ａ ﾀｲﾌﾟ ,Ｂ ﾀｲﾌﾟ 
下地 ｺﾝｸﾘｰﾄ の強度 4  25, 35, 45, 100 N/mm 













た。打継ぎコンクリートである超速硬 SF コンクリートは、材齢 3 時間、1 日、7 日、
28 日で圧縮強度試験（JIS A 1108）を実施した。 
(3) 付着強度 
 下地コンクリートの表面は、電動式高速多針タガネを用いて均一にチッピングした。
























 打継ぎコンクリートのフレシュコンクリートの性状を、表 6-8 に示す。練置き時間 60 
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の添加量は、A タイプの場合 C×0.5%、B タ
イプの場合 C×0.2%とした。 
図 6-6 に打継ぎコンクリートのスランプの
経時変化を示す。配合 A、配合 B とも、凝結
調整剤添加により可使時間を 60 分強まで維
持可能であった。配合 B のスランプの経時変
化は、60 分後で 1cm 程度の低下を生じた。
一方、配合 A は、30 分までは 1cm 程度のス








































可使時間(分) スランプの経時変化(cm)    空気量
　(直後)
　(％)ゲル化 硬化 直後 15分後 30分後 60分後
配合A 0.5 22.0 67 92 4.5 4.0 3.5 1.5 1.8

























表 6-9 下地コンクリートの圧縮強度 
単位：N／mm2
目標強度 25 35 45 100






(℃)   
圧縮強度  (N/mm 2 ) 
3  時間  １日  ７日  28 日  
配合  A 
20 
27.1 64.8 69.2 79.2 





























配合 B の付着試験後の破断面を、写真 6-1、写真 6-2 に示す。 
 表 6-12、図 6-8 および図 6-9 に、練置き時間を変化させて打設した場合の付着強度試
験結果を示す。図 6-8 は、下地コンクリートの目標強度が 35N/mm2 の場合、図 6-9 は、
下地コンクリートの目標強度が 45N/mm2 の場合である。配合 B の場合、練置き時間 60
分までに打設した場合の付着強度および破断箇所に変化は認められないが、配合 A の場
合、練置き時間の経過にともない、付着強度が低下する傾向が認められた。この傾向は、
図 6-5 に示したスランプの経時変化の傾向に類似している。 
また、配合 A の練置き時間なしの場合、破断箇所は、図 6-10 に示すように、下地コ
ンクリートが破断する材料破壊を示し、練置き時間 30 分、60 分の場合、打継ぎコンク
リートと下地コンクリートとの界面付近で破断する界面破壊に変化している。 
 
表 6-11 付着強度に及ぼす下地コンクリートの影響 




付着強度 (N/mm 2 ) 
配合Ａ 配合Ｂ 
(N/mm 2 ) ( 分 ) 平均値 破断箇所* 平均値 破断箇所* 
25 0.97 材破 1.21 材破 
35 0 1.03 材破 1.54 材破 
45 ( 直後 ) 1.04 材破 1.63 材破 




































  図 6-8  付着強度に及ぼす 























  図 6-9  付着強度に及ぼす 









写真 6-2 配合 B の付着試験後の破断面 
表 6-12 付着強度に及ぼす練置き時間の影響 





(分) 平均値 破断 平均値 破断
0 1.03 材破 1.54 材破
30 0.94 界面 1.46 材破





(分) 平均値 破断 平均値 破断
0 1.04 材破 1.63 材破
30 0.90 界面 1.71 材破
60 0.76 界面 1.66 材破
  
    
J J J   
H 
H H   
0 
1  






















6.4.4 付着界面の走査型電子顕微鏡   
観察 
 下 地 コ ン ク リ ー ト ( 目 標 強 度
100N/mm2)と打継ぎコンクリートと
の付着界面の SEM による観察結果を、
写真 6-3(配合 A)、写真 6-4(配合 B)に
示す。 

























図 6-10 付着強度試験後の 態
写真 6-5 打継ぎコンクリートの SEM 観察 























































































































図 6-13 水和発熱速度（B） 
 98
観察される。これに対し A タイプの場合、注水直後より急激な水和発熱反応による第 1
ピークが観察され、その後、さらに第 2 段階の水和発熱反応による第２ピークが認めら











界面の SEM 観察結果を、写真 6-6(A タイプ)、写真 6-7(B タイプ)に示す。倍率は、1 万


































間 30 分以降にスランプ低下の見られる A タイプは、練置き時間 60 分後で約 2 割の付
着強度の低下が見られた。したがって、超速硬 SF コンクリートは、スランプが低下
する前に打ち継ぐことが望ましい。 
(４) 下地コンクリートと打継ぎコンクリートとの打継ぎ界面の SEM 観察の結果から、



















































































 平成 6 年 2 月の道路橋示方書 1)の活荷重規定の改訂、B 活荷重の採用に対応して、既設橋
梁の補強工事が各地で実施されている 2)。補強する部位･部材としては、主桁・横桁の主構造
部材や床版が対象となっている。そのうち、鋼橋の鉄筋コンクリート床版の補強方法として


































 セメント系充填材の注入を行う橋梁の断面と、剛性補強鋼板の構造概要を、図 7-1 に示す。 




































 実験は、3 段階に分けて実施した。フローチャートを、図 7-2 に示す 
 
7.3.2 試験の内容と目的 














 充填材の一覧表を、表 7-3 に示す。材料は、大きく分けてセメント系無収縮グラウト材と
ポリマー（エポキシ系、アクリル系）セメント系プレパックドコンクリート結合材に分かれ
る。 
表 7-1 セメント系充填材の要求性能 
 
表 7-2 試験の内容と目的 
 実験段階 対象 試験名 試験の内容と目的










図 7-2 実験のフローチャート 



















 STEP-1 は、表 7-1 に示した充填材の要求性能について、材料特性の把握および付着性能






















とにより求めた。また、付着引張強度試験は、供試体材令 3 日、7 日、28 日時点で実施した。 
 対コンクリート面の供試体は、床版下面への充填による施工であることを考慮して、上面
がコンクリート板、下面が化粧合板、その間隙が 20mm となるように外枠を作製し、充填材
記号 主な用途 ポリマーの種別 
[A] セメント系無収縮グラウト材  
[B] セメント系無収縮グラウト材（ポリマー添加） ＳＢＲ系（スチレン－ブタジエン共重合体） 
[C] セメント系無収縮グラウト材（ポリマー添加） ＥＶＡ系（変性酢酸ビニル－エチレン共重合体） 
[D] セメント系無収縮グラウト材  
[E] ポリマーセメント系スラリーひび割れ注入材 アクリル系 
[F] ポリマーセメント系プレパックドコンクリート結合材 エポキシ系 
[G] ポリマーセメント系プレパックドコンクリート結合材 アクリル系 
付着引張試験・付着せん断試験にあたり、材料メーカーから指定がある場合はメーカー推奨のプライマを 
使用した（プライマ使用材料：[B] [C] [G]）  材料については、骨材粒度調整を実施 
106 
を注入した。なお、供試体は、材令２日で脱型した。また、対鋼板面の供試体は、幅 20mm




圧 縮 せ ん 断 強 さ 試 験 方 法
（JIS-K-6852）により、供試体材令
3 日、7 日、28 日時点で実施した。





（ t=12mm の 片 面 縞 鋼 板 に 
t=22mm の鋼板を接着した後に、縦 80mm×横 80mm に切断して作成）に、幅 60mm×厚






























タイプⅠ    タイプⅡ    タイプⅢ 
図 7-4 付着せん断強度試験の供試体 

















いる 33Hz15)、全振幅 0.1mm とし、無振





 STEP-3 では、STEP-2 で選定した充填材について、施工性、強度特性、硬化状態の確認
を行うことを目的として大型の供試体による注入作業を行い、ひとつの充填材に絞り込んだ。
また、最終的に、実寸大供試体での注入を行い、施工上の問題点の確認を行った。実験は、









 同質性試験の測定結果を、図 7-5、図 7-6、表 7-4 に示す。施工管理要領に規定された圧縮
強度の規定は、材令 3 日で 25N/mm2以上、材令 28 日で 45N/mm2以上であり、ポリマー系
材料[E][F]はこれを満足していなかった。また、曲げ強度に関しては、コンクリートとの一


















表 7-4 同質性の測定結果（静弾性係数） 











              表 7-5 透水性の測定結果      （単位：ml） 
 
(3) 付着引張強度試験 
 付着引張強度は、日本道路公団構造物施工管理要領断面修復材 17)に規定されている 28 日







材 令 [A ] [B ] [C ] [D ] [E ] [F ] [G ]
2 8日 強 度 2 .6 6 2 .1 9 1 .9 4 2 .6 5 1 .6 4 1 .1 1 1 .9 2
材 令 [A ] [B ] [C ] [D ] [E ] [F ] [G ]














)  3日強度  7日強度 28日強度


















             表 7-6 付着引張強度試験の測定結果      （単位： N/mm2） 
コンクリートとの付着引張強度 縞鋼板との付着引張強度 材令 
[Ａ] [Ｂ] [Ｃ] [Ｄ] [Ｅ] [Ｆ] [Ｇ] [Ａ] [Ｂ] [Ｃ] [Ｄ] [Ｅ] [Ｆ] [Ｇ]
3 日強度 1.67 ＊ 1.45 1.73 ＊ 0.97 1.57 0.82 1.09 1.87 0.66 0.51 1.45 0.80
7 日強度 1.59 ＊ 1.86 2.16 ＊ 1.14 1.77 0.83 2.09 2.74 0.59 0.29 2.01 2.02


















表 7-7 付着せん断強度試験の結果 
写真 7-2 付着せん断強度試験の状況 
試験項目 材令
対コンクリート面 3日 2.2 界） 9/1 2.8 界） 10 2.9 ▲ 3.2 界） 6/4 1.7 ▲ 3.4 ▲ 2.5 ▲
7日 2.2 界） 5/5 3.7 ▲ 1.0 界） 10 3.6 界） 8/2 3.1 界） 2/8 4.8 ▲ 3.0 ▲
（供試体タイプⅠ） 28日 2.1 界） 9/1 4.3 ▲ 1.6 界） 7/3 2.4 ▲ 3.1 界） 7/3 4.7 ▲ 2.5 ▲
対縞鋼板面 3日 3.7 両） 付大 1.7 両） 付中 2.5 片） 付中 1.5 両） 付大 1.7 両） 付小 1.0 片） 付小 2.5 両） 付中
7日 2.4 両） 付大 2.3 ▲ 2.5 両） 付中 2.1 両） 付大 1.3 両） 付中 1.3 両） 付中 2.1 両） 付大
（供試体タイプⅡ） 28日 4.7 両） 付大 4.9 両） 付大 3.5 両） 付大 5.3 両） 付大 3.5 両） 付大 2.4 両） 付大 4.4 両） 付大
対コンクリート面 3日 1.1 コ） 5/5 2.1 コ） 10 2.7 鋼） 付大 1.4 鋼） 付大 1.7 鋼） 付大 3.3 ▲ 2.7 コ） 8/2
対縞鋼板面 7日 1.9 鋼） 付大 2.5 ▲ 1.5 コ） 5/5 2.5 鋼） 付小 1.6 鋼） 付大 3.0 鋼） 付大 2.6 鋼） 付大






　　　[例３] 両） 縞鋼板の両側の凸部に付着していたことを示す。片） 片側の凸部に付着していたことを示す。
　　　[例４] 「付大、付中、付小」はそれぞれ、縞鋼板の凸部に付着した充填材の大きさの程度「大、中、小」を示す。







ていることがわかる。また、付着せん断強度は、充填材[F]を除いた材料は 28 日強度で 3.53
～5.29N/mm2の範囲にあり、要求性能を満足している。 
 供試体タイプⅢは、実際の施工断面を想定した縞鋼板とコンクリートに挟まれた状態での












写真 7-3 付着せん断強度試験 
   対コンクリート面の破壊状況
写真 7-4 付着せん断強度試験 
    対縞鋼板面の破壊状況 




 界面性能試験の結果のうち、ブリーディング率の測定結果を、表 7-8 に示す。ブリーディ



















 流動性試験のうち、J14ロート流下時間では、施工時間の実状を考慮して 60 分後の流下時
間の低下が少ないものを良として判断した。J14ロート流下時間の測定結果を、図 7-8 に示す。 
材料[A][C]以外は時間経過によるフローダウンが少なく、フレッシュ性状も良好であった。 



















[A] [B] [C] [D]
[E] [F] [G]
図 7-7 界面性能の測定結果 
 （膨張収縮率、光学式変位計使用） 
評 価 項 目 [A ] [B ] [C ] [D ] [E ] [F ] [G ]
ブ リ ー デ ィ ン グ 率 0 % 0 % 0 % 0 % 0 % 0 % 0 %
表 7-8 界面性能の測定結果（ブリーディング率）
経 過 時 間 [A ] [B ] [C ] [D ] [E ] [F ] [G ]
２ 時 間 後 (% ) 0 .0 0 0 0 .0 0 0 0 .0 0 0 0 .0 0 0 0 .0 0 0 0 .0 0 0 0 .0 0 0
　 １ 日 後 (% ) 0 .0 7 5 -0 .5 3 5 0 .6 7 1 1 .3 8 3 0 .5 7 5 -1 .3 1 0 0 .0 6 5
　 ７ 日 後 (% ) 0 .0 7 5 -0 .5 3 5 0 .6 7 1 1 .3 8 3 0 .5 7 5 -1 .3 1 0 0 .0 6 5










    図 7-8 流動性の測定結果           図 7-9 流動性の測定結果 
     （J14ロート流下時間）      （温度変化による J14ロート流下時間の相違） 
 




















































経 過 時 間 [ A ] [ B ] [ C ] [ D ] [ E ] [ F ] [ G ]
直 　 　 後 8 , 0 0 0 3 , 2 5 0 1 , 6 6 0 3 , 4 0 0 3 2 0 3 , 4 5 0 3 , 2 0 0
３ ０ 分 後 9 , 2 0 0 3 , 5 0 0 4 , 3 5 0 6 , 3 0 0 2 8 0 4 , 3 0 0 6 , 9 5 0




















図 7-10 硬化特性の測定結果 
113 














表 7-11 に示す。充填材[A][D]は、STEP-1 での縞鋼板との付着引張強度試験の結果と同様に、














 上記に示した STEP-2 の実験結果より、付着引張強度試験および注入状況とも良好なデー
タを示した２つの充填材[C][G]を選定して、STEP-3 を実施することにした。 
 
表 7-11 付着引張強度（STEP-2）（単位：N/mm2） 
試験状況 材令 [Ａ ] [Ｃ ] [Ｄ ] [Ｇ ]
7日強度 1.05 2.03 0.63 2.48
28日強度 0.54 1.90 － 1.74
7日強度 0.95 2.36 0.49 1.82





写真 7-7 大型供試体 充填状況 










高粘度材料（充填材[A]）          低粘度材料（充填材[C][D][G]） 
写真 7-6 充填状況 
 






















施工条件 測定項目 [C] [G]
作業環境 気温・湿度 気温：32℃，湿度：63％
材料温度 粉体材料 28℃ 30℃
水 26℃ 28℃
粉体材料 25.0kg 20.0kg
材料物性 材料配合 エマルジョン - 1.2kg
水 5.0kg 3.6kg
モルタル物性 Ｊロート値 5.6秒 5.8秒
練り上がり温度 35℃ 34℃
































写真 7-8 ハンチ部供試体 充填状況 写真 7-9 実寸大供試体 充填状況 
図 7-11 各種試験実施個所 
 (a)           (b)            (c) 
供試体種別 試験種別 測定箇所
注入口部 2.9 界） 5/5 3.9 界） 5/5
中間部 2.5 材） 10 3.1 界） 7/3
吐出部 2.5 材） 10 2.5 界） 10
注入口部 2.5 界） 8/2
中間部 2.1 界） 10
中間部 1.7 材） 10












































未充填箇所                   充填箇所 
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を 4～5mm としている。しかし、既設橋脚の出来形精度の程度（10mm の施工誤差を許容）
工 法 鉄筋コンクリート巻立て工法 鋼板巻立て工法 炭素繊維巻立て工法 
概略図 
   


























































ーセメント系の 2 材料に絞った上で、施工上の特性を把握するための本試験を行った。 





































表 8-2 試験材料 






















②  〃 の充填材の硬化温度特性の把握 
③ 各材料の充填施工方法による物性値の変化 
④  〃 の充填高の違いによる物性値の変化 



































図 8-3 試験体形状（試験体Ⅰ） 




































表 8-4 試験内容 


























試験体 測定項目 測定機器 型名 規格
各種の物性値
側圧 圧力計 （長野計器㈱） 0.4N/mm2 用
圧力計 （長野計器㈱） 0.4N/mm2 用
ひずみゲージ FCA-5-11-1L（㈱東京測器研究所）2軸ゲージ(軟鋼用)
側方変位 高感度変位計 CDP-10（㈱東京測器研究所） 定格容量 10mm


























表 8-6 材料配合表 






　粉体 (kg) 25.00 20.00
　エマルジョン (kg) 0.28 1.20
　水 (kg) 4.85 3.60
































表 8-7 材料特性の測定結果（コンシステンシ） 























［Ａ］ ［Ｂ］ ［Ａ］ ［Ｂ］
 気温 （℃） 29 29 29 29
 粉体温度 （℃） 26 27 29 27
 水温度 （℃） 14 20 8 20 ［A]は，氷で水温を調節している．
 練り上がり温度 （℃） 28 30 25 30 ［B]は，乳剤と水の混合温度である．
１回目 （秒） 5.4 5.1 5.1 5.2
２回目 （秒） 5.5 5.1 5.2 5.1  目標 J ロート値：6秒±2秒
平 均 （秒） 5.5 5.2 5.1 5.2       
 簡易フロー値 （cm） 16.5×16.5 17.1× 17.3 16.8× 16.8 17.0× 17.0  目標簡易フロー値：15cm 以上
単位 備 考

















































表 8-8 モルタルコアの単位体積重量・圧縮強度 
・静弾性係数（材齢 14 日） 
注入法 ロート法 注入法 ロート法 注入法 ロート法 注入法 ロート法
10m 20.8 21.1 20.2 20.4 46.7 37.9 48.5 42.5
 8m 21.1 21.1 20.6 20.7 46.6 43.3 60.0 51.4
 6m 21.1 21.2 20.9 20.9 49.1 47.0 54.2 54.1
 4m 21.2 21.3 21.0 21.0 47.6 52.4 61.1 60.8
 2m 21.2 21.3 21.1 21.0 39.9 54.1 63.1 61.4





[Ａ] [Ｂ] [Ａ] [Ｂ]
21.1 20.4 46.8 40.8
表 8-9 モルタルコアの単位体積重量・圧縮強度・静弾性係数（材齢 28 日） 
注入法 ロート法 注入法 ロート法 注入法 ロート法 注入法 ロート法 注入法 ロート法 注入法 ロート法
10m 20.9 21.1 20.4 20.5 56.3 49.1 55.5 47.6 2.07 2.26 1.96 1.90
 8m 21.2 21.1 20.7 20.9 57.7 57.3 60.4 55.7 2.16 2.28 2.04 1.94
 6m 21.7 21.3 21.0 21.0 60.2 60.0 66.6 66.3 2.29 2.35 2.09 2.09
 4m 21.3 21.4 21.0 21.0 60.8 59.9 67.0 69.8 2.33 2.38 2.06 2.08
 2m 21.3 21.4 21.2 21.1 58.0 64.0 70.5 72.0 2.24 2.27 2.12 2.09
 0m 21.4 21.4 21.1 21.0 55.4 69.0 71.0 71.1 2.36 2.34 2.18 2.04
抜取り供試体
採取位置
単位体積重量（kN/m3） 圧縮強度（N/mm2） 静弾性係数（x105 N/mm2）
[Ａ] [Ｂ] [Ａ] [Ｂ] [Ａ] [Ｂ]












 材齢 14 日と 28 日を比較すると、単位体積重量・圧縮強度とも材齢 28 日の供試体の方が
少し大きな数値を示しているが、比較上大きな違いはないため、以下は 28 日材齢分に着目
して整理する。  
 圧縮強度について、日本道路公団構造物施工管理要領 6) では、「圧縮強度は材齢 3 日で
25N/mm2以上、材齢 28 日で 45N/mm2以上でなければならない。」と規定されている。また、
静弾性係数に関する規定はないが、補強という状況から既設橋脚のコンクリートと大幅に異
なる材質となることは避ける必要性があることから、既設橋脚の圧縮強度を 24N/mm2とし
た場合の静弾性係数 2. 5×104N/m 
m2程度であることを目安とした。図
8-9～図 8-11 に、材齢 28 日における
単位体積重量・圧縮強度・静弾性係
数を充填高さ毎にプロットしたもの









































































































































 試験体Ⅰの充填材の硬化後、底部より 2m 毎に輪切りにし、円筒の芯を切断し充填材の注
入状況・硬化状況を観察した。施工法と材料ごとに上部（10m 位置）から下部（0m 位置）















































 試験体Ⅰの結果より、今回選定したセメント系充填材を用いて高さ 10m までの一括施工









































































































端から 0.3m、 1.2m、 2.7m、4.2m の各充填高さの位置で付着引張強度試験を実施した。 
試験結果を、表 8-11、図 8-16 に示す。 








































表 8-11 付着引張強度 
結果 平均 結果 平均 結果 平均 結果 平均
① 1.1 ｃ2-8ｄ 0.9 ｄ 0.6 ｃ9-1ｄ 1.1 ｄ
② 0.8 ｃ1-9ｄ 0.8 ｄ 0.6 ｃ7-3ｄ 1.7 ｄ
③ 1.1 ｃ1-9ｄ 1.0 ｄ 0.6 ｃ8-2ｄ 1.1 ｄ
① 0.9 ｃ2-8ｄ 0.5 ｃ2-8ｄ 1.5 ｃ3-7ｄ 1.1 ｄ
② 0.8 ｃ1-9ｄ 0.5 ｃ4-6ｄ 0.7 ｃ6-4ｄ 1.1 ｄ
③ 1.2 ｃ1-9ｄ 0.5 ｃ4-6ｄ 1.7 ｃ1-9ｄ 1.5 ｄ
① 1.3 ｄ 0.8 ｄ 1.5 ｄ 1.4 ａ
② 1.0 ｄ 0.6 ｄ 1.7 ｄ 1.3 ａ
③ 0.8 ｄ 0.8 ｄ 1.4 ｄ 1.7 ｄ
① 1.1 ｄ 1.1 ｄ 1.7 ｄ 1.7 ｄ
② 1.2 ｄ 1.3 ｄ 1.5 ｄ 1.9 ｄ







































注入法（充填厚ｔ=10mm） ロート法（充填厚ｔ=30mm） 注入法（充填厚ｔ=10mm） ロート法（充填厚ｔ=30mm）
付着引張強度
8日 （N/mm2）
























表 8-12 付着引張強度（コンクリート版、充填材自体） 
コンクリート版 充填材［Ｂ］
番 付着引張強度 付着引張強度
号 (N/mm2) 破断位置 (N/mm2) 破断位置
結果 平均 結果 平均
① 1.2 鉄筋位置にてコンクリート材が破壊 2.6 接着剤に充填材が付着
② 1.2 1.3 接着剤にコンクリート材が付着 2.5 2.5 接着剤に充填材が付着
③ 1.6 接着剤にコンクリート材が付着 2.5 接着剤に充填材が付着
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参考のため、コンクリート版および充填材自体（ただし、材料[Ｂ]のみ）にコアカッタに
より切目を入れて、各材料自体の引張強度を測定したものを、表 8-12 に示す。 
コンクリート版自体での引張強度が 1.2～1.6 N/mm2程度であるのと比較して、充填材[B]自
体では、約 2 倍の 2.5 N/mm2程度となっている。 


















(3) 鋼板に発生する応力と変位  




直方向の応力が水平方向応力の約 2 倍の値を示している。 
また、鋼板の応力は、注入法で行った場合のほうが 30～45％大きくなっている。これは充填
材を加圧充填していること、充填時間が早いことが原因であると考えられる。 
























































































































































［第 8 章の参考文献］ 
1) コンクリート標準示方書維持管理編：(社)土木学会，2001.1 
2)  日本道路公団：設計要領第Ⅱ集，橋梁保全編，５章耐震補強 
3)  樅山好幸，稲垣太浩，江口洋一，鏡原宏志，小柳洽：ＲＣ床版補強工法におけるセメン
ト系床版下面充填材の研究，土木学会論文集，No.567/Ⅵ-35，pp.103-115，1997.6 
4)  日本道路公団：日本道路公団規格(無収縮モルタル品質管理試験方法,JHS-312)，1992. 
5) コンクリート標準示方書－耐久性照査型－施工編：ｐ.115，（社）土木学会，2000.1 
6) 日本道路公団：構造物施工管理要領，pp182-188，1999.7 
7) 土木学会 耐震補強の評価に関する研究委員会報告書；pp.8-12，1997.6 
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項 目 試験条件 浦戸仕様 対象 
標準養生後 均一で、フクレ・割れ等がないこと 
促進試験後 白亜化はなく、フクレ・割れ等がないこと 
温冷試験後 フクレ・割れ等がないこと 塗膜の外観 
耐ｱﾙｶﾘ性試験後 フクレ・割れ等がないこと 
全塗膜 
遮塩性 標準養生後 塩素ｲｵﾝ透過量が1×10-3mg/cm2日以下 
酸素透過阻止性 標準養生後 酸素透過量が5×10-２mg/cm2日以下 
水蒸気透過阻止性 標準養生後 水蒸気透過量が5mg/cm2日以下（塩害仕様） 
水蒸気透過量が10mg/cm2日以下（中性化仕様） 
主材・仕上げ材
中性化阻止性 促進試験後 中性化深さが１mm以下 
ｺﾝｸﾘｰﾄとの付着性 各試験後 塗膜とｺﾝｸﾘｰﾄとの付着強度が1.0Ｎ/mm2以上 全塗膜 
標準養生後 （常温時）塗膜の伸びが0.80mm以上 








平成７年度   











単位： m浦戸大橋側面図   
Ｐ３ Ｐ２





Ｐ 13 Ｐ 14 
Ｐ 15 Ａ１  
Ｐ５ 













下地処理材 中塗り 上塗り 施工 標準 標準 








工程順 (μm) (ｇ/㎡) 
備 考 
ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 ﾎﾟﾘﾌﾞﾀｼﾞｴﾝｺﾞﾑ系 フッ素系 はけ  100 Ｐ4橋脚 
    こて  500 南・西 





  ２回塗り ２回塗り はけ 60 240  
ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 フッ素系 はけ  200 Ｐ4橋脚 
    へら  500 北・東 
１：１ ２：１ １：１ ６：１ はけ  200  
  ﾎﾟﾘﾌﾞﾀｼﾞｴﾝｺﾞﾑ系 10% へら 500 800  





  ７：１  はけ 30 100  
ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 フッ素系 はけ  100 Ｐ5橋脚 
    こて  500 南・西 






20%  ３回塗り･5% 10% はけ 25 120  
ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 フッ素系 はけ  100 Ｐ5橋脚 
    へら  500 北・東 






100%  ２回塗り 5% はけ 30 120  
ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 柔軟型ｴﾎﾟｷｼ系 柔軟型フッ素 はけ  120 
   系 へら  500 

















10%  ２回塗り2% 10% はけ 30 150 
暴露試験のみ 
ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 ｳﾚﾀﾝ系 フッ素系 はけ  100 Ｐ14橋脚 
１：１  ３：１  へら  500 南・西 






  10% 10% はけ 45 120  
ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 ｳﾚﾀﾝ系 フッ素系 はけ  100 Ｐ14橋脚 
   ７：１ へら  500 北・東 






10%  ２回塗り･10% 10% はけ 70 240  
ｴﾎﾟｷｼ系 柔軟型ｴﾎﾟｷｼ系 柔軟型フッ素 はけ  100 Ｐ15橋脚 ﾎﾟﾘｱﾐﾄﾞ硬化
型ｴﾎﾟｷｼ系   系 へら  500 南・西 






10%  ２回塗り10% 10% はけ 30 120  
ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 柔軟型ｴﾎﾟｷｼ系 柔軟型フッ素 はけ  100 Ｐ15橋脚 
   系 こて  500 北・東 








40%  ２回塗り5% 10% はけ 30 150  
ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 ｴﾎﾟｷｼ系 フッ素系 はけ  100 
    こて  500 




















   ２回塗り はけ 60 240 
暴露試験のみ 
写真 9-1 試験体暴露状況 





















































































































図 9-3 付着強さ試験結果（材料仕様別） 
図 9-2 水蒸気透過量測定結果 
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表 9-4 ｶｯﾀｰﾅｲﾌはく離状況（3 年目） 
塗装仕様 橋脚注１） 暴露試験体注１）
Ａ 無 有 
Ｂ 無 無 
Ｃ 有 有 
Ｄ 有 有 
Ｅ － 無 
Ｆ 無 無 
Ｇ 無 有 
Ｈ 有 有 
Ｉ 有 有 

















































300±30 300±30 ― 
写真 9-2  
暴露試験体の浮き状況 
図 9-4 見かけのはく離強さと 
はく離角度の関係 
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表 9-6 はく離角度と速度変化の結果 

































 見かけのはく離強さ＝仕事量 A―未はく離面 C の仕事量  式(9.1) 
 未はく離面 C の仕事量＝ｶﾞﾑﾃｰﾌﾟと仕上げ材との見かけのはく離強さ×未はく離面積 C 式(9.2) 
 ガムテープと仕上げ材との見かけのはく離強さ＝仕事量 B÷未はく離面積 D  式(9.3) 
 はく離面積＝50×ａ―実測  式(9.4) 
 未はく離面積 C＝実測 
 未はく離面積 D＝50×ｂ 式(9.5) 
 
 ここで、 
  見かけのはく離強さ ：はく離に要した仕事量（N･mm）をはく離面積で除した値 
  はく離に要した仕事量：図 9-6 に示す仕事量 A および式(9.1)に示す仕事量（N･mm） 








未 剥 剥 面
Ｃ
















プ ライマ－ コ ン ク リ－ トと不 陸調 整



















充填 性 、ア ン カ － 効 果
による付着性重視
フ ク レ 防 止 と ひ び わ れ
追従性重視










伸び率、遮断性を重視 JH の 塩害 仕 様対 応 品
で ひ び わ れ 追 従 性 重
視
仕上げ材 耐候性重視 主 材 と の 密 着 性 が 高
く、耐候性が良い材料。
耐候 性、 低汚 染性を 重
視
耐 候 性 と 主 材 と の 接 着
性重視
ひ び 割れ 追従性、長期
安定性 、作業環境の 影
響を受けにくさを重視





不 陸 調 整 材 を 樹 脂 リッ











表 9-7 塗装仕様の概要 


















③主    材 
④仕上  げ材  


























































































































 写真9-7 ケレンなしの試験体  
 
(2) 燐青銅板 








(1) 塗装および養生条件  
 現場における塗装環境の影響を検討するため、下記の3種類の条件で行った。 
 ① 標準状態：温度20℃湿度65％の環境で塗装し養生 
 ② 結露状態：試験体を10℃の環境に４時間冷却し、温度20℃湿度65％の室に移し、直
ちに塗装しその環境で養生 










使用量区分 AA、BB、II、UA*2、UB*2 K、L 
規定量 JH の基準*1 により定めている量（0.5kg/㎡） 各社の材料仕様書の量 




















































図 9-7 燐青銅板による内部応力測定 写真 9-8 読み取り顕微鏡による歪み測定 
(δｎ) 
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Ｐ＝         ×     （Ｎ/mm2）      式(9.6) 
    
ここに ρ：曲率半径（mm） 
         


































12×ｈ1×ρ×Ｈ    100 
 Ｅ2×2×10
2         9.8 
Ｌ×Ｌ      （δｎ－δ0） 






















＝Ｆ／26.43ｈ2（Ｎ/mm2）            式(9.7) 
 
ここで、 Ｆ:試験荷重（Ｎ） 
     ｈ:試験荷重下での押し込み深さ（mm） 
写真 9-9 表面微小硬度測定器 
試験体
図 9-8 表面微小硬度測定器の測定部 
圧子 (136°四角錐) 
























時期 回 nJ ％ ％ Gpa N/mm2 N/mm2 μm μm 
初期  45835 72.3 27.6 0.03 1.81 4 94.67 49.12
3 年  39471 50.9 49.1 0.06 2.91 5 86.16 29.06
 
UA 
 17 39669 56.8 43.1 0.06 2.54 5 93.30 32.66
初期  58912 61.9 38.1 0.02 0.84 1 162.21 43.44
3 年  55748 31.6 68.3 0.05 1.61 2 129.63 24.49
 
UB 
 17 57347 21.0 79.0 0.08 2.31 3 114.53 19.83





















































































































































図 9-11 養生後と促進 20 サイクル後
    の付着力の相関
表 9-11  養生後と促進 20 サイクル後 
との相関性






全 体 0.854 
AA を除く 0.909 
155 
調整材とのはく離であり、プライマに問題があると思える。 












































と促進 20 サイクル後 
要 因 F0（1） ρ％ 養生後(mm) 
促進後
(mm) 
標準 *** 58 4 1.5 




境 低温 *** 75 4.2 0.8 
注（1）＊＊＊は危険率 1％のときの有意差を示す 
表 9-13 分散分析の結果（Ｌ平均値） 
単位（mm） 
材料 AA BB II K L 
養生後 10.1 1.4 2.1 2.8 4.4 
促進後 12.4 1.4 0.4 2.3 0.9 
表 9-14 養生後と促進試験後のはく離
長さ比較（平均値） 
要 因 F0（1） ρ％ 養生後(mm) 
促進後
(mm) 
標準 *** 33 1.2 0 
結露 *** 76 2.3 1.3 
????
 
低温 *** 60 2.7 0 
注（1）＊＊＊は危険率 1％のときの有意差を示す






















  各要因の見掛けのはく離強さを、図9-14に示す。 
① 塗装環境 
 標準＞低温＞結露 
この傾向は、付着強度試験、カッターナイフは   
く離試験ともに同一であり、結露環境での施工
が付着力低下の原因となることが良く判る。 
② 塗料の種類  
見掛けのはく離強さは、 




















(/℃) 種  類 
AA 0.030 4.2×10-5 エポキシ 
BB 0.031 3.1×10-5 エポキシ 
II 0.337 4.9×10-5 エポキシ 
K 0.024 1.0×10-5 ポリマー 
セメント 
L 0.024 0.8×10-5 ポリマー 
セメント 
表 9-17 硬化収縮率および熱膨張係数 表 9-16 相関表 
材料名 相関係数(r) 備 考 
AA 0.574  
BB 0.372 ﾌﾞﾗｽﾄ･標準･規定量除く
II -0.066  
K 0.713 下地処理なし･標準･規
定量除く 
L -0.320  




0.437 上記 2 条件を除く 







AA を除く 0.513 
表 9-15 相関表 







































































材料名 ﾌﾟﾗｲﾏ 不陸調整材 主材 上塗り
AA  391 55  215 42** 
BB   12 16 11+0** 8** 
UB   23 16 53+0** 24** 
II   99 156   25 9 
Ｋ 26*** 5    0** 51 
L － 8* － 64 
 * ポリマーセメント系     
 **  残留溶剤等によると思われる影響が認められる 
*** 目止め材 








































表 9-19 暴露 3 年に相当する促進サイクル数 
付着試験方法 AA BB 
付着強さ 5 14 
ｶｯﾀｰﾅｲﾌはく離 9 15～20 
見かけのはく離強さ 10 10 













































































































































































































y = -0.2099x + 1.6815











































































































 限られた資本を有効に活用するために、維持管理のコスト縮減は、最も重要な課題の 1 つ



















































































③ ブラスト工法とＷＪ工法は、はつり処理深さを 1mm 以上確保できた処理条件で、付着
強度 1.5N/mm2を確保できる｡ 




 ① 性能評価試験により、はつり処理に適した WJ 工法の定量的な性能評価が可能である。 









































④ 下地コンクリートと打継ぎコンクリートとの打継ぎ界面の SEM 観察の結果から、練置






























































































 エポキシ樹脂とセメントモルタルは、約 10 倍以上の単価差があるため、本研究成果を用
いた「設計と施工」の経済性は十分あると考える。 
 
 「第 9 章 コンクリート構造物の塗装系防食材の評価手法」においては、塩害で損傷を生
じたコンクリート橋脚を対象にひび割れ追従性等、塗装系防食材の要求性能を明示し、各防
食材の評価を実施した。追跡調査の結果、防食材の設計・評価方法に問題があることが明ら
かになり新たな評価試験を実施し、以下の結論を得た。 
 
① 今までの試験体の作成および養生条件は、温度20℃湿度65%の環境で塗装後28日間養生し
ていた。従来の28日養生後および促進試験20サイクル後の内部応力の測定結果より、温度
20℃湿度65%の環境28日養生した試験体は、塗膜硬化の進行が十分でない試検体も見受けら
れることが判明した。 
 これは、塗料系材料の特性・実態を踏まえていなかったためである。 
よって、今後28日養生にとらわれず正しく評価できる、材料に合った養生条件および期間を
決定する必要がある。 
② 防食材の内部応力の測定方法は、試験体（燐青銅板に塗装したもの）のひずみ量から算出
する方法が有効で、初期の塗膜の硬化状況が評価できる。 
③ 試験体の作成条件により、付着性が大きく異なる結果となった。実施工環境に近いと思わ
れる結露環境で作成した試験体が、今回行った3種類の付着試験全てにおいて劣っていたこ
とから、実態を踏まえた試験体の作成条件の見直し・検討が必要である。 
④ 防食材の付着性の促進試験としては、水没と赤外線加熱によるサイクル試験が有効である。 
⑤ 塗膜の劣化を評価するにあたり、その硬化状況を判断する手法として、微小硬度測定器に
よる粘弾性特性の変化から判断する方法が有効である。 
⑥ 付着試験方法として3種類について検討を加えたが、測定値に影響する要因がそれぞれ異
なり、測定結果に相関性が認められない。よって今後、この3種類の試験方法のメカニズム
を明らかにするとともに、使用実態を踏まえた付着性評価方法を検討することが必要である。 
⑦ 防食材の付着強さについては、対象構造物が保持される値以上であれば良いと考える。一
方、塗膜のふくれと付着強さの関係から樹脂系の材料では1.45N/mm2以上、見かけの剥離強
さは1.47N/mm以上が必要である。 
⑧ 防食材の能力を十分に発揮させるためには、施工時の禁止条件(下地調整・表面水分・結
露環境・湿度等)を明確にしておく必要がある。 
 
 本論文は、コンクリート構造物を対象に、その健全度評価と補修システムの構築を目的と
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して実施した一連の研究成果をまとめたものである。 
 現状ではまだ不十分なものの、コンクリート構造物の維持管理をどのように行なうのかと
いう基本意識がなければ、最適な時期に、最適な方法で適用し、最良の効果を得ることが出
来ないと考える。今後、コンクリート構造物の維持管理を含めて、どのような将来像を期待
し、時間の経過とともにコンクリート構造物をどのように挙動させるのか、という構造物と
してのシナリオをデザインするための基本的な思想がまとめられることを期待する。 
 
 
